
2025年主要文献目録 (2025年刊行の文献を掲載対象としている)

国際私法

著書
浅野 有紀、原田 大樹、藤谷 武史、横溝 大
（編著）

グローバル法・国家法・ローカル法 弘文堂

井原 宏 最新国際契約法 大学教育出版
井原 宏 最新国際取引法入門 大学教育出版
井原 宏 国際事業戦略関係法入門 大学教育出版
井原 宏 国際取引法要説 東信堂
井原 宏 詳解グローバル企業法 大学教育出版
井原 宏 詳解国際取引法（１） 大学教育出版
井原 宏 詳解国際取引法（２） 大学教育出版
井原 宏 詳解国際取引法（３） 大学教育出版
梶田 幸雄 国際仲裁制度改革の重要論点 : 中国仲裁法改正との関連で 日本評論社
国際取引法学会（編） 現代国際取引法の諸相――国際取引法学会１０周年記念論集 大学教育出版
嶋 拓哉、高杉 直（編） 国際私法 勁草書房
新谷 雄彦 一目でわかる渉外戸籍の実務＜全訂第２版＞　（レジストラー・ブックス１７３・１７４） 日本加除出版
杉浦 保友、久保田 隆（編） ウィーン売買条約と仲裁の実務と理論 中央経済社

長島・大野・常松法律事務所欧州プラクティス
グループ（編）

詳解ビジネスＥＵ法 中央経済社

中田 邦博、若林 三奈、松岡 久和（編） ヨーロッパ私法・消費者法の現代的課題と日本法 日本評論社
中谷 和弘（著）、浅田 正彦（監修） 続・もう一つの国際仲裁と国際調停 東信堂
芳賀 雅顯 外国判決の承認と執行 慶応義塾大学出版会
藤田 和孝 商取引規範と取引慣行――国際商取引規範への組込みが困難な取引慣行の序論的研究試論 東京図書出版

森下 哲朗、平野 温郎 、森口 聡、山本 卓、増
見 淳子

ケースで学ぶ 国際企業法務のエッセンス〔第2版〕 有斐閣

吉田 信 オランダ植民地統治と法的住民区分の変遷――国籍法と統治法による植民地住民の包摂と排除 晃洋書房
Matthias Lehmann, Tetsuo Morishita (ed.) Cryptocurrencies in national laws : a global survey Brill, Nijhoff

論文
[国際私法](一般・総論)
岡野 祐子 After Brexit―連合王国の国際私法を取り巻く状況 国際私法27
加藤 紫帆 立法管轄権を巡る議論における抵触法的観点の意義 法時97.1
小石川 哲 ｅスポーツの「クロスボーダー競技」における準拠法 法律実務研究40
佐藤 やよひ ヴェングラー１９４１年論文『国際私法における強行的債務法の連結』論文再考 関法75.1
楢崎 みどり 気候変動訴訟における国際私法の役割と展望〈気候変動訴訟の国際的展開（特集）〉 YOL L2501017

笠原 俊宏
中華人民共和国の国際私法「渉外民事関係法律適用法」に関する最高人民法院司法解釈（２）の邦訳と解説＜外
国法邦訳＞

戸時871

笠原 俊宏 相続に関するスイス連邦国際私法規定の改正（２０２５年１月１日施行）＜外国法邦訳＞ 戸時872
笠原 俊宏 太平洋島嶼国の国際私法関連立法（３）＜外国法邦訳＞ 戸時862

＊国際法、国際私法の雑誌名は原則として法律編集者懇話会のものを使用した。略語表は『法律関係８学会共通会員名簿』又は『法律時報』97巻13号（2025年12月）を参照。



笠原 俊宏 太平洋島嶼国の国際私法関連立法（４）＜外国法邦訳＞ 戸時863
笠原 俊宏 太平洋島嶼国の国際私法関連立法（５）＜外国法邦訳＞ 戸時864
笠原 俊宏 太平洋島嶼国の国際私法関連立法（６）＜外国法邦訳＞ 戸時865
笠原 俊宏 太平洋島嶼国の国際私法関連立法（７）＜外国法邦訳＞ 戸時867
笠原 俊宏 太平洋島嶼国の国際私法関連立法（８）＜外国法邦訳＞ 戸時868
笠原 俊宏 太平洋島嶼国の国際私法関連立法（９）＜外国法邦訳＞ 戸時869
笠原 俊宏 太平洋島嶼国の国際私法関連立法（１０・完）＜外国法邦訳＞ 戸時870
笠原 俊宏 ドイツ連邦共和国国際私法の現在（１）――民法典施行法改正の概要＜外国法邦訳＞ 戸時875
道垣内 正人 最近の国際私法・国際民事手続法に関する裁判例にみる例外条項の適用 -通則法20条・民訴法3条の9- 早法100.3

羽賀 由利子
どの国の法律が適用されるのか？――日本製鉄によるＵＳＳ社買収を素材に（特集　ニュースで応用科目ニュー門
――講義選択ナビゲーション）

法教539

早川 智津子 日本の外国人労働政策 国際私法27
村上 幸隆 船舶衝突事故について当事者の準拠法選択を認めた事例　（中国案例百選３４３） 際商53.9
横溝 大 各国規制の抵触とその調整－個人データ保護法制を題材として 法時97.1
魯 暁寒 渉外個別労働関係に関する抵触法的考察（２完）――企業の越境的労働力利用の多様化を背景に 名法306

Dai Yokomizo La codification du droit international privé au Japon : Du Hôrei au Thûsokuhô

Jean-Yves Carlier and Sté
panie Francq (eds.), Vers
un code européen de droit
internaitonal privé?: Liber
amicorum Marc Fallon
(Bruylant, 2025)

(国籍・戸籍・外国人法)

法務省民事局民事第一課職員
昭和５９年国籍法改正前に生地主義国内で出生した日本人における，国籍留保届出の要否について　（国籍相談４
７５）

戸時863

法務省民事局民事第一課職員
ロシア人父とウクライナ人母の間に出生した１２歳の子に関して，ロシア人父の所在が不明である場合における，法
定代理人について
（国籍相談４７６）

戸時868

法務省民事局民事第一課職員 日本国籍を有する母と英国国籍を有する男性の間に生まれた子の日本国籍の有無について　（国籍相談４７７） 戸時872

(取引・財産)
伊藤 洋平 船舶先取特権の「原因たる事実」の意義―原因事実完成時の所在地法説の射程に関する考察 国際私法27
小阪 真也 シンポジウム「国際契約法・紛争解決の最先端」開催報告　（国際商事研究学会研究ノート４２） 際商53.6
セレナ フランコ ノウハウに関わるライセンス契約の準拠法　─日本法とローマⅠ規則の比較を通じて─ 日法91.2

道垣内 正人
外国航空会社（KLM）と日本ベースの客室乗務員と間の雇用契約への通則法12条の適用―東京地裁令和5年3月
27日判決を実質的に覆す和解の成立について―

判例秘書ジャーナル: 文献
番号：HJ100219

道垣内 正人 情報流通プラットフォーム対処法の国際事案への適用：解釈論と立法論
判例秘書ジャーナル: 文献
番号：HJ100227

茂木 鉄平、小林 和弘、川島 裕理、細川 慈子 準拠法条項の存在意義と当事者自治の原則　（国際契約における準拠法条項の留意点１） JCA72.6

茂木 鉄平、小林 和弘、川島 裕理、細川 慈子
準拠法選択における当事者自治の制限と準拠法条項の契約外の請求への効果　（国際契約における準拠法条項
の留意点２）

JCA72.9

茂木 鉄平、小林 和弘、川島 裕理、細川 慈子 準拠法選択にかかわらず適用される法　（国際契約における準拠法条項の留意点３） JCA72.12
八並 廉、エメリック プレヴォ、河野 俊行 グローバルバリューチェーンに関するEU企業サステナビリティ・デューディリジェンス規制 : 国際私法上の課題 法政91.4



Yoshiaki Nomura Harmonization and Diversification of Contract Conflicts: A Reappraisal

H.Voogsgeerd &  N.Akita
(Eds.), Regional Integration
and Institutional Change in
East Asia and the
European Union, Ch. 9, pp.
151–171. (Springer, 2025).

(知的財産)
大須賀 滋 特許権に基づく差止請求権と属地主義の原則（平成１４．９．２６最高一小判，令和５．５．２６知財高判） パテ78.8

鈴木 將文
ドワンゴ事件最高裁２判決の概要と意義（令和７．３．３最高二小判）（特集　ドワンゴ事件最高裁判決の検討――国
境を越えるインターネットビジネスと特許法の課題）

ジュリ1612

宍戸 一樹 デジタル社会とデータ保護 国際私法27

申 美穂 【報告要旨】標準必須特許を巡る国際紛争の諸相――国際私法・国際民事手続法の観点から＜定例研究会＞
法律科学研究所年報（明治
学院大学）41

田中 浩之、松井 佑樹
ドワンゴ事件最高裁２判決の概要と意義――実務の視点から（令和７．３．３最高二小判）（特集　ドワンゴ事件最高
裁判決の検討――国境を越えるインターネットビジネスと特許法の課題）

ジュリ1612

儲 安然 ベルヌ条約5条の抵触規則性に関する一考察 : Schaafsmaの学説を手掛かりとして 法政論究144

長澤 健一
ネットワーク関連発明の特許法改正に関して（特集　ドワンゴ事件最高裁判決の検討――国境を越えるインターネッ
トビジネスと特許法の課題）

ジュリ1612

西口 博之 国際商取引と最近の特許紛争(第2部)知的所有権と属地主義 国際金融1397
西口 博之 国際商取引と最近の特許紛争(第3部)最近その他の特許紛争 : オプジーボ特許紛争 国際金融1398

羽賀 由利子 第11章：国際関係
奥邨弘司=金子敏哉（編）
『デジタル／インターネット
と著作権法』弘文堂

羽賀 由利子 著作権侵害の準拠法再論―生成AIの文脈で 国際私法27
森下 哲朗 デジタル資産の取引と国際私法 国際私法27
横溝 大 営業秘密侵害に関する抵触法上の特則の導入－不正競争防止法19条の2および19条の3－ L&T別冊6

UEMATSU Mao
Cross-border Patent Litigation and Lis Alibi Pendens: A Korean–Japanese Case Study for Future Asian Principles
of Private International Law

Ritsumeikan Law Review.
43

(親族・相続)
阿部 純子 日本における外国法の影響――渉外婚姻と夫婦同氏制度を題材に（令和３．４．２１東京地判） 白門（中央大学）77（862）
植松 真生 タイ王国における民商法への｢同性婚」の導入と国際私法上の課題 立命417=418
奥田 安弘、高畑 幸 フィリピン法上の離婚禁止　 ―法律学および社会学の視点からの考察― 中央ロー22.2
郭 欽銘、宇田川 幸則（訳） 台湾における成年後見制度と当事者自治の原則に関する一考察 名法306
北澤 安紀 EU国際私法における反致 : EU相続規則第34条の反致規定について 慶應ロー54

金 美和 フランス法における第三の性－フランス破毀院第１民事部2017年5月4日判決「ジャン・ピエール事件」－
青森中央学院大学研究紀
要38

小池 未来 短期滞在者等の常居所に関する一考察 国際私法27
サミュエル フリ=ルメール、西谷 祐子 性的/ジェンダーマイノリティの人権 : 国際私法の視点から 民法研究. 第2集（13）
竹下 啓介 世界の多様な家族法制と日本における渉外的相続の規律 司法書士論叢123
西谷 祐子 国際私法における同性カップルの法的保護(要約) 民法研究. 第2集（13）
西谷 祐子 婚姻の契約性をめぐる西洋とイスラムの位相 : 比較法及び国際私法の視点から 法時97.3
羽柴 敬太 日本人養親とマレーシア人成年養子との養子縁組の審査について（実務相談） 戸時868



林 貴美 国際離婚と司法書士 : 当事者間の合意形成における支援〈司法書士の可能性を探る（下）〉 市民と法151
林 貴美 国際家族法における本国法主義の妥当性 国際私法27
根本 洋一 調停離婚と国際私法：協議離婚・調停離婚・裁判離婚の連続性 横法33.3
根本 洋一 審判離婚と国際私法：合意に相当する審判の構造 横法34.1
矢内 一好 国際相続の準拠法と相続税法　（国際相続課税の基礎講座３） 月刊税務事例53.7
山内 惟介 外国児童婚無効規定の違憲性(6) : ドイツ連邦憲法裁判所2023年決定の分析と検討 新報131.7=8
山内 惟介 外国児童婚無効規定の違憲性（7） : ドイツ連邦憲法裁判所2023年決定の分析と検討 新報131.9=10
山内 惟介 外国児童婚無効規定の違憲性（8） : ドイツ連邦憲法裁判所2023年決定の分析と検討 新報132.1=2
山内 惟介 外国児童婚無効規定の違憲性(9) : ドイツ連邦憲法裁判所2023年決定の分析と検討 新報132.3=4
李 世燦 大韓民国家族法等に関する離婚関連法（後編）＜講演録＞ 二弁242

Takami Hayashi Conflict-of-Law Issues Regarding Succession Substitutes with a Focus on Trusts
Japanese Yearbook of
International Law (67)

Charlotte Wendland The Law Applicable to Succession Substitutes: European Perspective
Japanese Yearbook of
International Law (67)

Dai Yokomizo
Succession Substitutes and Japanese Conflict of Laws: Including the Possibility of Introducing Limited Professio
Juris  to Japanese Choice-of-Law Rule Relating to Succession

Japanese Yearbook of
International Law (67)

(国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約)
金 祥洙 学校で行われる子の引渡執行の許容性　（韓国法事情２９８） 際商53.8

Naohiro Kitasaka
Application Mutatis Mutandis of Art. 117 (1) of the Child Abduction Convention Implementation Act to a Return
Agreement in an In-court Conciliation

Japanese Yearbook of
International Law (67)

[国際取引法](一般)
大貫 雅晴 国際物品売買契約の基本実務講座（1）国際物品売買契約序論 JCA72.1
大貫 雅晴 ウイーン売買条約（ＣＩＳＧ）　（国際物品売買契約の基本実務講座２） JCA72.2
大貫 雅晴 インコタームズ（Ｉｎｃｏｔｅｒｍｓ２０２０）　（国際物品売買契約の基本実務講座３） JCA72.3
大貫 雅晴 契約成立過程の諸問題　（国際物品売買契約の基本実務講座４） JCA72.4
大貫 雅晴 契約交渉と契約書　（国際物品売買契約の基本実務講座５） JCA72.5

大貫 雅晴
国際物品売買契約の主要条件の実務上の論点（１）――物品の記述と価格（Ｄｅｓｃｒｉｐｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｇｏｏｄｓ　ａｎｄ　Ｐｒｉｃ
ｉｎｇ）　（国際物品売買契約の基本実務講座６）

JCA72.6

大貫 雅晴
国際物品売買契約の主要条件の実務上の論点（２）――数量，物品の引渡場所と納期（Ｑｕａｎｔｉｔｙ，　Ｔｉｍｅ　ａｎｄ
Ｐｌａｃｅ　ｏｆ　Ｓｈｉｐｍｅｎｔ）　（国際物品売買契約の基本実務講座７）

JCA72.7

大貫 雅晴
国際物品売買契約の主要条件の実務上の論点（３）――納期遅延，不履行と救済，不可抗力（Ｌａｔｅ　ｄｅｌｉｖｅｒｙ，　ｎ
ｏｎ－ｄｅｌｉｖｅｒｙ　ａｎｄ　Ｒｅｍｅｄｉｅｓ，　Ｆｏｒｃｅ　Ｍａｊｅｕｒｅ）　（国際物品売買契約の基本実務講座８）

JCA72.8

大貫 雅晴
国際物品売買契約の主要条件の実務上の論点（４）――物品の適合性，物品の検査と不適合の通知（Ｃｏｎｆｏｒｍｉｔｙ
ｏｆ　Ｇｏｏｄｓ，　ｅｘａｍｉｎａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｇｏｏｄｓ　ａｎｄ　ｎｏｔｉｃｅ　ｏｆ　ｌａｃｋ　ｏｆ　ｃｏｎｆｏｒｍｉｔｙ）　（国際物品売買契約の基本
実務講座９）

JCA72.9

大貫 雅晴
国際物品売買契約の主要条件の実務上の論点（５）――第三者の権利又は請求及び知的財産権に基づく第三者
の請求（Ｔｈｉｒｄ　ｐａｒｔｙ　ｃｌａｉｍ　ｉｎ　ｔｉｔｌｅ　ａｎｄ　ｃｌａｉｍ　ｂａｓｅｄ　ｏｎ　Ｉｎｔｅｌｌｅｃｔｕａｌ　ｐｒｏｐｅｒｔｙ）　（国際物品売買契約
の基本実務講座１０）

JCA72.10

大貫 雅晴
国際物品売買契約の主要条件の実務上の論点（６）――決済条件と信用状（Ｔｅｒｍｓ　ｏｆ　Ｐａｙｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｌｅｔｔｅｒｓ
ｏｆ　Ｃｒｅｄｉｔ）　（国際物品売買契約の基本実務講座１１）

JCA72.11

大貫 雅晴
国際物品売買契約の主要条件の実務上の論点（７）――代金決済リスクの対応と与信管理（Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｐ
ａｙｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｃｒｅｄｉｔ　Ｒｉｓｋ）　（国際物品売買契約の基本実務講座１２）

JCA72.12

大矢 伸 国際取引法研究の最前線(第157回)米国関税交渉とルールに基づく貿易秩序 : 安全保障例外と最恵国待遇 際商53.9



笠井 清美
ルールベースの国際経済秩序の重要性と今後の方向性――ビジネスの視点から　ＥＵ　ＣＢＡＭに焦点をあてて（特
集　日本国際経済法学会２０２４年度研究大会・実務家セッション　ＥＵ規制政策の最前線――単独主義の再興と国

際商53.4

木下 由香子
ＥＵ規制政策の影響とＣＳＤＤＤ：日本企業の視点からの考察（特集　日本国際経済法学会２０２４年度研究大会・実
務家セッション ＥＵ規制政策の最前線――単独主義の再興と国際経済法のゆくえ）

際商53.4

小林 一郎
企業法務におけるイノベーション : ALSP・生成AIによる企業法務実務の再構築＜国際取引法学会 研究報告(239)
＞

際商53.7

孫 彦 中国における紛争解決の基本と実務（32）中国の法定代表人制度 JCA72.1

髙嵜 直子
WTOアンチダンピング等最新判例解説(119)〔EU〕越境補助金に関する欧州司法裁判所(ECJ)判断 : Hengshi Egypt
Fiberglass Fabrics and Jushi Egypt for Fiberglass Industry v Commission (Joined Cases C-269/23 P and C-
272/23 P)

際商53.5

高濱 航
ＥＵの規制に対する私の７つの基本的な考え方（特集　日本国際経済法学会２０２４年度研究大会・実務家セッショ
ン　ＥＵ規制政策の最前線――単独主義の再興と国際経済法のゆくえ）

際商53.4

竹下 慶、加藤 優輝
国際商取引に関するルール形成を担う国際機関の概要＜短期連載＞　（我が国による国際商取引に関する国際的
ルール形成への貢献――ＨＣＣＨ，ＵＮＩＤＲＯＩＴ，ＵＮＣＩＴＲＡＬをめぐる活動１）

際商53.11

竹下 慶、加藤 優輝
ＨＣＣＨ及びＵＮＩＤＲＯＩＴにおけるルール形成の現況＜短期連載＞　（我が国による国際商取引に関する国際的
ルール形成への貢献――ＨＣＣＨ，ＵＮＩＤＲＯＩＴ，ＵＮＣＩＴＲＡＬをめぐる活動２）

際商53.12

立石 孝夫 契約締結交渉と錯覚の心理　（国際商事契約の法と心理学（７）１） 際商53.7
立石 孝夫 仲裁手続と錯覚の心理　（国際商事契約の法と心理学（７）２完） 際商53.8
沈 暘、石本 茂彦 中国最新法律事情(285)中国の両用品目輸出管理規制条例について 際商53.1

富松 由希子
ＣＳＤＤＤと民事責任から見る域外適用と国際ルール（特集　日本国際経済法学会２０２４年度研究大会・実務家セッ
ション　ＥＵ規制政策の最前線――単独主義の再興と国際経済法のゆくえ）

際商53.4

中川 淳司 国際通商法システムの現状と将来について（１０） 貿易と関税73.2
野村 美明 日本で締結される外航貨物海上保険契約になぜ英国法が適用されるのか 新旧準拠法条項の意義と問題点 保険学雑誌668
久田 眞吾 中国ビジネス法務Q&A(第236回)中国国内取引と準拠法及び管轄の合意 際商53.1
久田 眞吾 中国ビジネス法務Q&A(239回)中国企業との製作物供給契約 際商53.4
樋爪 誠 国際取引法（特集　国際社会における法） 月報司法書士642

不破 茂
国際コンプライアンスの研究(第2部)国際コンプライアンスの諸相(138)ビジネスと人権に関する米国民事裁判の現
在 : 訴因が異なる二つの方法(上)

際商53.9

不破 茂
国際コンプライアンスの研究(第2部)国際コンプライアンスの諸相(139)ビジネスと人権に関する米国民事裁判の現
在 : 訴因が異なる二つの方法(下)

際商53.10

本郷 貴裕 逆算の企業法務（１） 際商53.10
本郷 貴裕 逆算の企業法務（２） 際商53.11
本郷 貴裕 逆算の企業法務（３）――英文契約をレビューするために押さえておくべき日本法と英米法の違い（１） 際商53.12
中川 淳司 講演録 ビジネスと人権をめぐる実務上の留意点(前編) 二弁239
中川 淳司 講演録 ビジネスと人権をめぐる実務上の留意点(後編) 二弁240
森下 哲朗 金融規制(バーゼル規制等)の「違反」 国際123.4
和田 大樹 日本企業による対米直接投資の地政学的分析：経済安全保障と米中対立のダイナミクス 際商53.11

(CISG)
石田 裕敏 国際物品売買契約に関する国連条約（ＣＩＳＧ）７９条と８条による履行免責と合理性基準による契約修正 姫路68
大貫 雅晴、曽野 裕夫、小林 和弘、山崎 理
志、小池 未来、山浦 勝男

ウィーン売買条約（ＣＩＳＧ）１５周年にあたって――ＣＩＳＧのより一層の理解と普及に向けて（シンポジウム）＜特集＞ 際商53.5

金 祥洙 国際物品契約に関する国際協約（ＣＩＳＧ）の解釈――契約上の履行期をめぐって　（韓国法事情２９７） 際商53.7
小池 未来 CISGが適用される契約における約款の組入れの問題 JCA72.1
杉浦 保友 まだCISGの適用を排除すべきか? : CISGのグローバル化と適用排除状況（国際取引法学会〈研究報告〉233） 際商53.4
杉本 菜々 国際取引法研究の最前線（１５８）――ウィーン売買条約７９条におけるハードシップ適用の課題と対策 際商53.10
程 坦 代替取引義務（損害軽減義務）による履行請求権の限界づけ（２）――履行遅滞の場合についての比較法的考察 北法75.5



デンカカイ 国際取引法研究の最前線(第150回)ウィーン売買条約2条(d)とデジタル資産 際商53.2

西口 博之
国際商取引とＣＩＳＧウイーン条約　（国際商取引の変化と対応する取引ルール――ＣＩＳＧウイーン条約を中心として
１）

貿関73.8

西口 博之 「書式の闘い」とＣＩＳＧ　（国際商取引の変化と対応する取引ルール――ＣＩＳＧウイーン条約を中心として２） 貿関73.9
西口 博之 商事確認　（国際商取引の変化と対応する取引ルール――ＣＩＳＧウイーン条約を中心として３） 貿関73.10
西口 博之 契約締結上の過失責任（国際商取引の変化と対応する取引ルール――ＣＩＳＧウイーン条約を中心として４） 貿関73.11

(金融・証券・債権譲渡)
久保田 隆 AI導入深化に伴うデジタル民主主義とCBDC・金融規制の課題＜国際取引法学会 研究報告(237)＞ 際商53.6

久保田 隆
国際取引法研究の最前線(第155回)データ化社会の未来と中央銀行法の行方 : 中国の社会信用システムとハラリ
の貨幣論

際商53.7

佐藤 育己 国際イスラム金融取引のグローカル性と法的安定性、そしてシャリア・リスク : ダナガス・スクーク事件を素材として 産法58.4

(法人・会社)

神山 静香
国際取引法学会 研究報告(238)サイバーセキュリティに関する米国の株主代表訴訟と連邦証券訴訟の最近の動向
について : 外部不経済の抑止と事後的なエンフォースメントの観点からの有用性

際商53.7

桑原 康行 EU企業法判例研究(313)代理商指令における代理商の独立性[EU司法裁判所2018.11.21判決] 際商53.4
桑原 康行 EU企業法判例研究(314)代理商指令における「商品の販売」の概念[EU司法裁判所2021.9.16判決] 際商53.5

[国際民事手続法](一般)
井上 泰人 執行判決訴訟における請求異議事由の審理及び民事訴訟法118条3号の公序要件の適用について 法学89.1
白木 敦士 日米間の域外民事証拠収集法制をめぐる課題と展望 国際私法27
多田 望 【翻訳】域外的ディスカヴァリに関するAérospatiale事件米国最高裁判所判決（1987年） 西南58.3
野村 秀敏、今野 裕之（監修） ＥＵ倒産手続規則における主倒産手続と二次的倒産手続の関係　（ＥＣ企業法判例研究３１５） 際商53.6

(裁判権・国際裁判管轄)
柴 裕紅・瞿 子超・梶田 幸雄 ハーグ「管轄プロジェクト」の背景下での国際訴訟競合に対する中国の対策整備

Comparative Law Review
58.4

嶋 拓哉 登録知財権の存否又は効力に関する訴えの国際裁判管轄について 北法75.5=6
セレナ フランコ 営業秘密侵害の国際裁判管轄　─ブラッセルⅠ改正規則下の「不法行為地」に関する学説を参考に─ 日法90.4
対外関係法第4リステイトメント研究会（訳） （翻訳）アメリカ合衆国対外関係法 第4リステイトメント（1） 阪法75.1

対外関係法第4リステイトメント研究会（訳） （翻訳）アメリカ合衆国対外関係法 第4リステイトメント（2） 阪法75.2

対外関係法第4リステイトメント研究会（訳） （翻訳）アメリカ合衆国対外関係法 第4リステイトメント（3） 阪法75.3

中西 康 第5章「国際裁判管轄に関する日本の立法及び解釈における、EU法の参照可能性」
中村 民雄（編）『EU法の参
照可能性』信山社

長田 真里 標準必須特許（ＳＥＰ）を巡る国際訴訟と国際裁判管轄――国際私法の視点から 国経法34

中村 知里
人権が国際私法に与える影響 : 緊急管轄に焦点を当てて—The Influence of Human Rights on Private International
Law : With a Focus on the Forum of Necessity

国際124.3

仁井 稔大
判例研究 ヒマラヤ条項による専属管轄条項の援用可否 : MAERSK Guinea-Bissau and MAERSK A/S v. ALMAR-
HUM [2024] EWHC 933 (Comm)

海事法266

早川 吉尚 インターネット取引における国際裁判管轄とODR 早稲田ロー18

馮 茜 中国案例百選(342)マカオにおける関連訴訟の係属を考慮して不便宜法廷地である本土の管轄権を否定した事件 際商53.8

藤澤 尚江 自動運転車と国際裁判管轄権・準拠法
岡山大学／臨床法務研究
26

山口 敦子 欧州統一特許裁判所の国際裁判管轄ルール 関学76.3



渡辺 惺之 インターネット公開記事による国際的名誉毀損訴訟に対する日本の国際裁判管轄（上） JCA72.4

渡辺 惺之 インターネット公開記事による国際的名誉毀損訴訟に対する日本の国際裁判管轄（下） JCA72.5

(訴訟競合・判決の承認・司法共助)
春日 偉知郎 ＥＵ（欧州連合）における民事司法協力の構図――基本的な枠組みと手続規則の要点（１）＜研究ノート＞ 関法75.1
春日 偉知郎 ＥＵ（欧州連合）における民事司法協力の構図――基本的な枠組みと手続規則の要点（２完）＜研究ノート＞ 関法75.2
江 承頤、赤川 圭・佐藤 誠高（監修） 海外紛争解決トレンド（５６）――台湾における外国欠席判決の承認・執行に関する近時の動向 JCA72.9

柴 裕紅、梶田 幸雄 中国「民事訴訟法」改正と国際訴訟競合対策に関する最新動向
Comparative Law Review
58.4

髙橋 一章 司法共助と外国国家の主権侵害―実務を踏まえた執行管轄権の視点による分析試論 国際私法27

［国際ADR］（一般）
阿部 道明 ミャンマーにおける仲裁の現況　（国際取引法学会〈研究報告〉２４６） 際商53.11

石丸 莉誇、赤川 圭（監修）
海外紛争解決トレンド（５３）――不熱心な当事者による仲裁判断取消訴訟における判断：ＤＥＭ　ｖ　ＤＥＬ　［２０２５］
ＳＧＣ　Ａ　１

JCA72.6

井上 葵 仲裁判断に基づく執行決定申立事件の実務 仲裁・ADRフォーラム9

小原　正敏、井上 葵 国際仲裁手続の概要と仲裁条項のドラフティング（特集　国際仲裁の現状と今後の方向性） 自正76.6
金 春 仲裁合意と債権者による倒産申立て─香港の近時の判例 JCA72.1
金 春 主要国の仲裁法の比較（１７）中国（１） JCA72.7
金 春 主要国の仲裁法の比較（１８）中国（２） JCA72.8
黄 軔霆 主要国の仲裁法の比較(１４)シンガポール(１) JCA72.3
黄 軔霆 主要国の仲裁法の比較(１５)シンガポール(２) JCA72.4
黄 軔霆 主要国の仲裁法の比較(１６)シンガポール(３・完) JCA72.5
クライブロイ、赤川 圭・佐藤 誠高（監修） 海外紛争解決トレンド（５５）――香港における国際仲裁　最近の動向と進展 JCA72.8
杉浦 保友 イングランドのArbitration Act 2025の概要（条文の和訳添付） JCA72.9
杉山 翔一、小川 和茂 JSAA仲裁の手続と判断の分析－20年間の成果と課題 仲裁・ADRフォーラム9
鈴木 五十三、手塚 裕之 国際仲裁の広がりとその発展（序論）（特集　国際仲裁の現状と今後の方向性） 自正76.6
髙嶋 卓 UNCITRAL の紛争解決分野における作業の近時の動向─国際的な紛争解決の迅速化・デジタル化に向けて 仲裁・ADRフォーラム9

高取 芳宏
２０２４年度における英国仲裁人協会（Ｃ．Ｉ．Ａｒｂ．）による仲裁人認定・研修の実施と認定講師の育成を含む今後の
展望について

JCA72.10

高取芳宏、岡田春夫 国際調停と国際仲裁（特集　国際仲裁の現状と今後の方向性） 自正76.6
中野 俊一郎 仲裁と国際人権法 JCA72.7
中野 俊一郎 国際仲裁と国家法・人権法 国際商取引学会年報27
ナンシー エウニセ アラス モレノ 主要国の仲裁法の比較（１９）アルゼンチン（１） JCA72.10
ナンシー エウニセ アラス モレノ 主要国の仲裁法の比較（２０）アルゼンチン（２） JCA72.11
ナンシー エウニセ アラス モレノ 主要国の仲裁法の比較（２１）アルゼンチン（３） JCA72.12

ハム ヨンジュ、崔 廷任（訳）
「シンガポール条約の履行」に関する韓国の準備状況と今後の課題（第１０回日韓民事訴訟法合同大会　シンガ
ポール条約の履行）

民訴71

早川 吉尚 オンライン越境取引紛争の解決のためのADR・ODRの課題 現代消費者法69

早川 吉尚、小原 淳見 ＩＳＤＳ（投資家と国との間の紛争解決）と経済連携（特集　国際仲裁の現状と今後の方向性） 自正76.6

早川 吉尚、児玉 実史、井上 葵、高橋 直樹 仲裁の現在（前編）＜座談会＞ JCA72.7
早川 吉尚、児玉 実史、井上 葵、高橋 直樹 仲裁の現在（後編）＜座談会＞ JCA72.8

ホセルイスデラフエンテ ロランドイグナシオセ
イハス、赤川 圭・佐藤 誠高（監修）

海外紛争解決トレンド（５７）――スペインにおけるＭ＆Ａ後の仲裁：法的状況及び実務的知見 JCA72.11



宮崎 文康、水野 晶子、中村 佳 ＵＮＣＩＴＲＡＬにおいて作成された新しい仲裁モデル条項：ＳＰＥＤＲの概要 JCA72.9
武藤 佳昭、前田 葉子 中小企業による仲裁と調停の活用（特集　国際仲裁の現状と今後の方向性） 自正76.6
村上 幸隆 主契約が不成立であってもその契約中に規定されている仲裁条項の成立を認めた事例（中国案例百選３４４） 際商53.10

柳川 鋭士
国際仲裁における第三者資金提供に対する規制の展開――シンガポール及び香港におけるＴｈｉｒｄ－Ｐａｒｔｙ　Ｆｕｎｄ
ｉｎｇに関する合法化の比較検討

法論98.1

山口 敦子 主要国の仲裁法の比較(１２)アメリカ合衆国(３) JCA72.1
山口 敦子 主要国の仲裁法の比較(１３)アメリカ合衆国(４・完) JCA72.2
山田 文 シンガポール調停条約の履行について（第１０回日韓民事訴訟法合同大会　シンガポール条約の履行） 民訴71
Giorgio Fabio COLOMBO Consumer ODR in the European Union. A Critical Assessment 仲裁・ADRフォーラム9

Yusuke Tanemura Breach of the Arbitrator’s Obligation of Disclosure in Article 18(4) of the Arbitration Act
Japanese Yearbook of
International Law (67)

（国際商事仲裁)
安達 栄司 国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介（５７） JCA72.5
安達 栄司 国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介（６１）〔ドイツ〕 JCA72.9
池田 良輔 当事者による仲裁合意がないことを理由に取り消された事例　（中国商事紛争解決の理論と実務６１） JCA72.6
梶田 幸雄 気候変動に関わる紛争の増加と国際商事仲裁 JCA72.10
金 祥洙 仲裁合意の解釈　（韓国法事情２９５） 際商53.5
小池 未来 国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介（５８） JCA72.6
小池 未来 国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介（６２） JCA72.11
酒井 一 国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介（５５） JCA72.3

酒井 一 国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介（５９）〔ドイツ〕 JCA72.7

酒井 一
国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介（６３）――Aleksander Godhe, Tribunalduties and exclusion of evidence in
international arbitration: the tug-of-war of fairness and efficincy, Arbitration International vol.41pp.103-117,2025

JCA72.11

高杉 直 国際商事仲裁ADR判例紹介(46)シンガポール裁判所が正義の準則違反を理由に仲裁判断を取り消した事例 JCA72.2
高杉 直 国際商事仲裁ADR判例紹介(49)英国の1996年仲裁法第69条に基づく法律問題に関する仲裁判断の上訴の事例 JCA72.7

高杉 直
国際商事仲裁ADR判例紹介（52）：SIAC書記官がした仲裁開始日決定に対する司法審査の可否——シンガポール高
等法院DMZ v DNA（2025年2月25日）判決

JCA72.12

高橋 直樹 国際ビジネス紛争解決手段――国際仲裁（特集　国際社会における法） 月報司法書士642

張 婷
中国商事紛争解決の理論と実務（56）仲裁合意の当事者が無能力者であるかが争われた外国仲裁判断の承認・執
行が最高人民法院に拒否された事例

JCA72.1

中村 達也 国際仲裁における仲裁と訴訟の競合――仲裁廷による訴訟差止命令を中心として（上） 際商53.11
中村 達也 国際仲裁における仲裁と訴訟の競合――仲裁廷による訴訟差止命令を中心として（下） 際商53.12

長田 真里
国際商事仲裁ADR判例紹介(48)仲裁合意の準拠法の決定と外国を仲裁地とする仲裁合意に基づく訴訟差止命令
に関する英国最高裁判決

JCA72.4

長田 真里
国際商事仲裁ADR判例紹介(51)売買契約の連鎖において、対象物の所有権移転に仲裁合意が付随して自動的に
移転することを認めたフランス破毀院2024年2月14日判決

JCA72.9

中野 俊一郎 国際商事仲裁ADR判例紹介(47)――ＢＧＨ，　Ｂｅｓｃｈ．ｖ．　１６．１２．２０２１，　ＳｃｈｉｅｄｓＶＺ　２０２２，２３７ JCA72.3

中野 俊一郎
国際商事仲裁ADR判例紹介(50)――ＫＧ　Ｂｅｓｃｈ．ｖ．　１．６．２０２３，　ＩＰＲａｘ　２０２４，　３８８，　ＳｃｈｉｅｄｓＶＺ　２
０２４，　２１８

JCA72.8

早川 吉尚 現代における国際商事仲裁の実務――審問　（仲裁の現在――法と実務の最前線１４） JCA72.2
早川 吉尚 現代における国際商事仲裁の実務――和解交渉　（仲裁の現在――法と実務の最前線１５） JCA72.3
早川 吉尚 現代における国際商事仲裁の実務――仲裁判断　（仲裁の現在――法と実務の最前線１６） JCA72.4
早川 吉尚 現代における国際商事仲裁の実務――仲裁判断の取消し・強制執行（仲裁の現在――法と実務の最前線１７） JCA72.5



早川 吉尚 本連載の総括と日本における国際仲裁の活性化　（仲裁の現在――法と実務の最前線１８） JCA72.6

早川 吉尚
裁判拒否が認められない場合でも，国内裁判所が審査しなかった行政行為の他の条約上の義務違反については
審理可能であると示した事例　（投資協定仲裁判断例研究１８０）

JCA72.9

早川 吉尚
仲裁の現在～法と実務の最前線～第13回 現代における国際商事仲裁の実務～主張書面・陳述書・専門家意見書
～

JCA72.1

早川 吉尚、小川 和茂 国際商事仲裁ADR文献紹介(５６) JCA72.4
早川 吉尚、小川 和茂 国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介（６０）――スポーツ仲裁の正統性 JCA72.8
早川 吉尚、小川 和茂 国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介（６４）――仲裁合意の主観的範囲　英国の状況 JCA72.12

馮 茜
妨訴抗弁にかかる仲裁合意の有効性が争われた事件に関する「逐級報告」――下級人民法院の「伺い」と最高人
民法院の「回答」　（中国商事紛争解決の理論と実務５９）

JCA72.4

村上 幸隆
中国商事紛争解決の理論と実務(67)中国仲裁法2025年改正の概要と実務的意義 : デジタル化・当事者自治・国際
化の三本柱を中心に

JCA72.12

(投資協定仲裁)

飯田 悠
国内の破産手続を潜脱する態様での権利の取得及び仲裁の申立てが，手続の濫用に該当すると判断した事例
（投資協定仲裁判断例研究１８１）

JCA72.10

石戸 信平 投資協定中の安全保障例外条項が自己判断条項とされた事例　（投資協定仲裁判断例研究１７５） JCA72.4

猪瀬 貴道
実質的基準による三重同一性テストを適用して先行仲裁判断の既判力を認めた事例［ＩＣＳＩＤ　Ｃａｓｅ　Ｎｏ．ＡＲＢ／
２０／４９］　（投資協定仲裁判断例研究１８３）

JCA72.12

猪瀬 貴道
投資受入国国籍を有する重国籍者についての実効的国籍基準の適用とＮＡＦＴＡ第１１１６条・第１１１７条の解釈［ＩＣ
ＳＩＤ　Ｃａｓｅ　Ｎｏ．ＵＮＣＴ／１８／４］〔メキシコ〕　（投資協定仲裁判断例研究１７６）

JCA72.5

猪瀬 貴道 投資仲裁決定（２０２４年貿易・投資紛争事例の概況） 国経法34

加藤 希実
（１）価格統制等の経済措置により事実上の事業継続が不可能になった時点で，しのびよる収用が達成されたと判
断し，（２）損害賠償の他，商標の使用差止請求を認めた事例　（投資協定仲裁判断例研究１８２）

JCA72.11

金山 直樹 腐敗と投資仲裁──フランスにおける仲裁判断取消の最前線 仲裁・ADRフォーラム9

清水 茉莉
ロイヤルティレート等の変更の遡及適用について公正衡平待遇義務違反を認め，かつ，将来の損害の賠償請求を
認容した事例　（投資協定仲裁判断例研究１７７）

JCA72.6

新谷 里美 投資仲裁と欧州人権裁判所による比例性テスト適用の比較 国際法研究15
高橋 一章 賭博規制の改革に関してＦＥＴ基準違反が争われた事例　（投資協定仲裁判断例研究１７８） JCA72.7
二杉 健斗 ＩＣＳＩＤ条約廃棄後の仲裁申立てに関して仲裁管轄権が肯定された事例　（投資協定仲裁判断例研究１７４） JCA72.3
濱本 正太郎 国内裁判所の国内法適用の誤りを根拠に裁判拒否を認めた例　（投資協定仲裁判断例研究１７９） JCA72.8

早川 吉尚
投資協定仲裁判断例研究(180)裁判拒否が認められない場合でも、国内裁判所が審査しなかった行政行為の他の
条約上の義務違反については審理可能であると示した事例[ICSID Case No. ARB(AF)/16/3]（投資協定仲裁判断例
研究１８０）

JCA72.9

望月 洋佑
ＩＣＳＩＤ条約における締約国の「機関」とは「統治権能の一部」の行使を授権された団体であるか？――ＩＣＳＩＤ条約
における「国民」概念の解釈のために

国経法34

横山 誉、クリスチャン ガロリーニ
イタリア再生可能エネルギー事案：太陽光発電に関する最低買取価格と奨励関税の減額はＥＣＴ第１０条第１項「安
定性」要件に違反しないとされた事例　（投資協定仲裁判断例研究１７３）

JCA72.2

(判例評釈)
平成20.6.4最大判 井上 典之 憲法判例百選Ⅰ〔第8版〕
平成22.9.15知財高判 横溝 大 特許判例百選〔第6版〕
平成23.11.28知財高判 嶋 拓哉 著作権判例百選〔第7版〕



平成23.12.8最一小判 北村 朋史 著作権判例百選〔第7版〕
平成24.2.28知財高判 横溝 大 著作権判例百選〔第7版〕
平成28.6.22知財高判 神前 禎 著作権判例百選〔第7版〕
令和2.12.8大阪高決 バトホヤグ ホンゴルゾル ジュリ1616
令和3.9.29知財高判 羽賀 由利子 著作権判例百選〔第7版〕
令和3.12.20長崎家裁島原支判 井上 泰人 戸時869
令和4.7.1東京地判 我妻 学 JCA72.2
令和4.9.27東京地判 嶋 拓哉 ジュリ1614
令和4.9.8東京高決 黄 軔霆 リマ71
令和4.9.8東京高決 黄 軔霆 民商161.4
令和4.9.8東京高決 長谷川 俊明 際商53.3
令和4.12.27東京地判 竹下 啓介 ジュリ1613
令和4.12.27東京地判 高杉 直 リマ70
令和5.1.17東京高決 村上 正子 民商160.6
令和5.3.22大阪地判 加藤 紫帆 リマ70
令和5.3.22大阪地判 竹下 啓介 令和6年度重要判例解説
令和5.3.22大阪地判 セレナ フランコ 法セ増刊速報判例解説37
令和5.3.23東京家判 小野木 尚 戸時872
令和5.3.23東京家判 林 貴美 YOL2510004
令和5.3.24東京地判 田村 侑也 ジュリ1609
令和5.3.27東京地判 有泉 明 ジュリ1606
令和5.3.27東京地判 櫻田 嘉章 リマ71
令和5.3.27東京地判 長谷川 俊明 際商53.4
令和5.4.20知財高判 笠原 拓人 ジュリ1611
令和5.5.23東京地判 林 貴美 リマ70
令和5.5.26知財高判 早川 吉尚 令和6年度重要判例解説
令和5.8.9東京高決 白木 敦士 ジュリ1606
令和5.8.9東京高決 岩本 学 令和6年度重要判例解説
令和5.9.11東京地判 種村 佑介 ジュリ1605
令和5.9.20東京高判 岩本 学 戸時871
令和5.12.20東京地判 井上 泰人 ジュリ1612
令和5.12.20東京地判 八並 廉 YOL2505003
令和6.1.17松山地判 後藤 彰仁 ジュリ1615
令和6.1.17松山地判 中野 俊一郎 リマ71
令和6.1.17松山地判 加藤 紫帆 YOL2501022
令和6.2.26東京地判 渡部 美由紀 JCA72.11
令和6.2.26東京地判 中村 知里 YOL2502006
令和6.3.25東京地判 長谷川 俊明 際商53.7
令和6.3.26静岡家掛川支審 エルバルティ ベリーグ 戸時867
令和6.3.26静岡家掛川支審 林 貴美 YOL2504005
令和6.3.6東京地判 林 貴美 令和6年度重要判例解説
令和6.3.6東京地判 中野 俊一郎 戸時875
令和6.3.6東京地判 八並 廉 YOL2511007
令和6.4.25東京地判 横溝 大 YOL2506014
令和6.5.1東京高決 黄 軔霆 戸時863



令和6.7.19千葉地判 藤澤 尚江 令和6年度重要判例解説
令和6.7.19千葉地判 村上 愛 戸時868
令和6.7.19千葉地判 加藤 紫帆 YOL2507009
令和6.9.11名古屋高決 佐野 寛 令和6年度重要判例解説
令和6.9.11名古屋高決 横溝 大 YOL2412005
令和6.10.3大阪家裁岸和田支部審 村上 幸隆 戸時864
令和6.10.4知財高決 岩本 学 ジュリ1607
令和6.10.4知財高決 北坂 尚洋 法セ増刊速報判例解説36
令和6.10.30知財高判 横溝 大 YOL2509002
令和6.12.20東京地判 中村 知里 YOL2508005
令和7.3.3最二小判 横溝 大 YOL2503013


